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私⽴⼤学図書館協会東地区部会2016年度研修分科会 第6回
2016年12⽉8⽇（⽊）＠共⽴⼥⼦⼤学

本⽇の内容

EJ価格・
学術情報

流通の問題
組織の
共同

個⼈の
協働

国際連携・
協⼒

JUSTICE
の活動
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JUSTICEの活動を通して、⼤学図書館の連携・協⼒・協働の事例を
知り、図書館職員/⼤学職員としての連携・協⼒・協働を考える。

テーマ︓⼤学図書館間の共同
を進めるためには



1. ⼤学図書館コンソーシアム連合
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• JUSTICEについて
 JUSTICEとは
運営体制
 JUSTICEの活動

• 電⼦ジャーナル価格問題
学術雑誌の価格⾼騰問題
図書館/アカデミアの対応

・コンソーシアム
・オープンアクセス

JUSTICEとは
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⼤学図書館コンソーシアム連合
Japan Alliance of University Library Consortia for E-Resources

⽬的
電⼦ジャーナル等の電⼦リソースに係る契約、管理、
提供、保存、⼈材育成等を通じて、わが国の学術情
報基盤の整備に貢献する

設⽴ 2011年4⽉1⽇

前⾝

国⽴⼤学図書館協会[JANUL]コンソーシアム
（2000年〜）

＋
公私⽴⼤学図書館コンソーシアム[PULC]
（2003年〜 私⽴、2006年〜 公私⽴）

会員 533館（2016年12⽉1⽇現在）



運営体制

• 運営に関する基本⽅針を策定
• 15名（会員館の管理職）

• 運営委員会の下で、
出版社交渉、各種調査、広報・
研修等の具体的な活動を実施

• 30名（会員館の職員・管理職）

• ⽇常的業務を遂⾏
• 専任3名（会員館からの出向）
• 国⽴情報学研究所(NII)に設置

運営委員会

交渉作業部会交渉作業部会

調査作業部会調査作業部会

広報作業部会広報作業部会

事務局
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⼤学図書館と国⽴情報学研究所との連携・協⼒推進会議
（国公私⽴⼤学図書館協⼒委員会＋国⽴情報学研究所）

協⼒員（5名）

JUSTICEの活動

出版社交渉を通じた電⼦リソースの購⼊・利⽤条件の確定

電⼦ジャーナルのバックファイル、電⼦コレクション等の拡充

電⼦リソースの管理システムの共同利⽤

電⼦リソースの⻑期保存とアクセス保証

電⼦リソースに関わる図書館職員の資質向上

広報活動、情報収集

1

2

3

4

5

6

６



電⼦ジャーナル 平均定価
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“Library Journal”に掲載された“Periodicals Price Survey”を基にJUSTICE事務局が作成
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“Library Journal”に掲載された“Periodicals Price Survey”を基にJUSTICE事務局が作成
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学術雑誌の価格⾼騰（︖）問題
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出版社

社会⼤学

・論⽂数が増加
・利⽤の増加
・システム機能開発
（電⼦ジャーナル）

・やめられない事情
・図書館資料費の減少

・為替レートの影響
・海外コンテンツへの消費税課税

・価格競争がない
・商業出版社の市場寡占

（⽇本の場合）

コンソーシアム
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• コンソーシアムの誕⽣
 Jisc（イギリス）1993年
 Couperin（フランス）1999年
 Lyrasis（アメリカ）2009年
 JUSTICE（⽇本）2011年

• 共同購⼊による購買⼒と交渉⼒の強化
バーゲニングパワー
⼀元的な交渉による省⼒化

• 多様なコンソーシアムの形／活動



共同購⼊による購買⼒と交渉⼒の強化
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出版社
ベンダー

提供・契約 図書館

図書館

図書館

電⼦資料

・価格
・コンテンツ
・契約終了後について
・利⽤者の範囲
・契約の単位（全学／キャンパス毎）
・同時アクセス数
・ILL／Walk-in userの可否

…

JUSTICE

交渉

オープンアクセス
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「（ピアレビューされた研究⽂献への）
「オープンアクセス」とは、それらの⽂献
が、公衆に開かれたインターネット上にお
いて無料で利⽤可能であり、閲覧、ダウン
ロード、コピー、配布、印刷、検索、論⽂
フルテキストへのリンク、インデクシング
のためのクローリング、ソフトウェアへ
データとして取り込み、その他合法的⽬的
のための利⽤が、インターネット⾃体への
アクセスと不可分の障壁以外の、財政的、
法的また技術的障壁なしに、誰にでも許可
されることを意味する。」

ブダペスト・オープンアクセス・イニシアティヴ(BOAI) 2002年
http://www.budapestopenaccessinitiative.org/boai-10-translations/japanese-translation-1



オープンアクセスの背景
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研究者

社会図書館

・研究成果の可視化
・社会への貢献
・学術情報流通における

出版社⽀配からの脱却

・EJ価格問題の打開 ・公的資⾦投⼊の説明責任
（OAの義務化）

・ITの発展

オープンアクセス

14http://www.vsnu.nl/en_GB/openaccess-eng.html
VSNU（オランダ⼤学協会）ウェブサイト 「オープンアクセス」
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• ⼤学図書館と国⽴情報学研究所
（NII)との連携・協⼒
 連携・協⼒の推進に関する協定書
 ⼤学図書館と国⽴情報学研究所との連

携・協⼒推進会議
• ⼤学図書館とNIIによる電⼦コレク

ションの共同整備
 電⼦ジャーナルバックファイル
 ⼈⽂社会科学系コンテンツ

２. 組織レベルの共同

⼤学図書館とNIIとの連携・協⼒
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「⼤学共同利⽤機関法⼈情報・システム研究機構国⽴情報学研究所と国公私⽴
⼤学図書館協⼒委員会との聞における連携・協⼒の推進に関する協定書」
締結（2010年10⽉13⽇、2016年2⽉23⽇改訂）

■⽬的
「我が国の⼤学等の教育研究機関において不可⽋な学術情報の確保と発信の⼀
層の強化を図る」

■連携・協⼒の推進
(1) バックファイルを含む電⼦ジャーナル等の確保と恒久的なアクセス保証

体制の整備
(2) 機関リポジトリを通じた⼤学の知の発信システムの構築
(3) 電⼦情報資源を含む総合⽬録データベースの強化
(4) 学術情報の確保と発信に関する⼈材の交流と育成
(5) 学術情報の確保と発信に関する国際連携の推進
(6) その他本⽬的を達成するために必要な事項

■組織
国公私⽴⼤学図書館協⼒委員会とNIIとの間に、連携・協⼒推進会議を設置



⼤学図書館と国⽴情報学研究所との
連携・協⼒推進会議
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国⽴情報学研究所
(NII)

大学図書館と国立情報
学研究所との

連携・協⼒
推進会議

国公私⽴⼤学図書館
協⼒委員会

国⽴⼤学図書館協会

公⽴⼤学協会図書館協議会

私⽴⼤学図書館協会

これからの学術情報
システム構築検討委員会

機関リポジトリ
推進委員会JUSTICE

Springer社 3年間特別包括提案（2012〜2014年）
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セット契約

バックファイル
（創刊号〜1999年）

カレント
（2000年〜最新号）

• 契約価格の抑制

• 2015年9⽉より、契約機関以外の⼤学等教育
研究機関も、NII-REOを通じてバックファイル
へアクセス可
〔ナショナル・サイト・ライセンス化〕

• 通常より低価格で購⼊
• 永続的なアクセス保証

⼤学図書館とNIIによる電⼦コレクション
の共同整備 ①電⼦ジャーナルバックファイル



NIIと外国雑誌センター館の経費⽀援により
契約機関の購⼊額を低減
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国⽴情報学研究所
（NII）

¥___________

⼤学 ¥______

…
…

…
…

⼤学 ¥______

外国雑誌センター館
【国⽴9⼤学】

¥___________

⼤学 ¥______ ⼤学 ¥______
⼤学 ¥______ ⼤学 ¥______
⼤学 ¥______ ⼤学 ¥______
⼤学 ¥______ ⼤学 ¥______
⼤学 ¥______ ⼤学 ¥______
⼤学 ¥______ ⼤学 ¥______
⼤学 ¥______ ⼤学 ¥______

バックファイル購⼊総額

⼤学図書館とNIIによる電⼦コレクション
の共同整備 ①電⼦ジャーナルバックファイル

⼤学図書館とNIIによる電⼦コレクションの
共同整備 ②⼈⽂社会科学系コンテンツ

• コレクションの選定
• 出版社との交渉、

契約条件の確定

• アーカイブシステムの
整備

• 経費⾯での⽀援

• 出版社との契約
• 学内利⽤者への提供

20

⼤学図書館コンソーシアム連合
（JUSTICE）

国⽴情報学研究所
（NII）

⼤学図書館



共同整備による購⼊
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共同整備による購⼊
NIIからの経費⾯での⽀援によ
り各⼤学の⽀払額を⼤幅に軽減

A⼤学 ¥_________

B⼤学 ¥_________

C⼤学 ¥_________

D⼤学 ¥_________

…
…

出版社が積算した見込み総額

NII ¥_____________

A大学
¥_________

B大学
¥_________

C大学
¥_________ …

…D大学
¥_________

E大学
¥_________

F大学
¥_________

G大学
¥_________

⼤学毎の個別購⼊（通常）
各⼤学が定価額を⽀払う
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• JUSTICE運営委員会/作業部会/
プロジェクトチーム
交渉作業部会
調査作業部会
広報作業部会
論⽂公表実態調査チーム
国内電⼦書籍導⼊検討チーム

• 「みんなのJUSTICE」
会員館の⼀⼈⼀⼈

3. 個⼈レベルの協働



出版社交渉の過程
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提案書の確認 【事務局】

予備交渉 交渉
（メール・電話）

提案書の修正【出版社】→ 精査【担当委員・事務局】

合意【運営委員会・交渉作業部会→出版社】

提案書提出【出版社→事務局】

提案書の開⽰【事務局→会員館】

本交渉
交渉

（直接対⾯）

出版社交渉

24



JUSTICE契約状況調査
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• 2011年度から年１回実施
• 会員館の契約状況の把握
 雑誌、電⼦資料について
 経費、契約タイトル数など

① 電⼦ジャーナル等の契約モデルの改善
② 出版社交渉のための基礎データ
③ コンソーシアムの現状を会員館に周知

広報誌『jusmine』
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・年4〜5回発⾏
・JUSTICE活動報告
・会員館／電⼦資料

契約実務担当者
への情報提供



研修会の開催
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2016年度JUSTICE電⼦資料契約実務研修会 in 松本
7⽉ 8⽇(⾦) ＠信州⼤学附属図書館

研修会の開催

28

2016年度JUSTICE電⼦資料契約実務研修会 in 札幌
7⽉14⽇(⽊) ＠北海道⼤学附属図書館



版元提案説明会
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版元による全体説明会

版元との個別相談

2016年9⽉7⽇（⽔）・8⽇（⽊）
＠学術総合センター（⼀橋⼤学⼀
橋講堂・中会議場）

版元提案説明会
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「ヘルプデスク」

勉強会「電⼦資料の有効利⽤のために－
『電⼦資料契約実務必携』の活⽤－」

2016年9⽉7⽇（⽔）・8⽇（⽊）
＠学術総合センター（⼀橋⼤学⼀
橋講堂・中会議場）



論⽂公表実態調査チーム
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• ⽬的
 TCP（Total Cost of Publication＝購読費

＋APC）の交渉を⾏うためのAPC⽀払額
の把握

 購読モデルからOAモデルへの転換の可能
性の検討

• 調査⽅法
 商⽤DBから調査分析に必要なデータを抽

出して集計
• 調査期間
 2015年9⽉〜2017年3⽉（予定）

国内電⼦書籍導⼊検討チーム
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• ⽬的
国内電⼦書籍の⼤学図書館への導⼊を

促進するため、よりよい契約モデルの
構築を⽬指す

• 活動内容
出版社、ベンダーとの懇談
⼤学図書館の導⼊状況・要望の調査

• 活動期間
 2016年5⽉〜2017年3⽉（予定）



みんなのJUSTICE
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「電⼦ジャーナルをはじめとする電⼦リソースを取り巻く環
境は、急速に変わりつつあります。こうした変化に対応すべ
く、JUSTICEも⽇々の出版社との交渉にとどまらず、少しず
つその活動の範囲を拡⼤していく必要があります。例えば、
電⼦書籍の扱い、オープンアクセスへの対応、持続的な⼈材
育成などが新たな課題として浮かび上がっています。こうし
た課題に対応すべく、運営委員会、作業部会、事務局の⾯々
は、最⼤限の努⼒を払う所存ではございますが、それと合わ
せて、JUSTICEの更なる発展には会員館の皆様のご協⼒が⽋
かせません。500を超える会員館の皆様が、「JUSTICEが私
たちのために何をしてくれるのか︖」ではなく、「私たちが
JUSTICEのために何ができるのか︖」という意識を少しでも
持っていただけると、私どもコンソーシアムの運営に携わる
者もたいへん勇気づけられます。これからも「みんなの
JUSTICE」を旗印に掲げ、共に⼒を合わせて頑張っていきま
しょう。」

尾城孝⼀. 『jusmine』第19号. 2015年4⽉30⽇.
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• 国際図書館コンソーシアム連合
（ICOLC）

• 様々な国際連携・協⼒の形
 CLOCKSS
 SCOAP3

 OA2020

4. 国際レベルの連携・協⼒



ICOLC
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・The International Coalition of Library Consortia︓
ICOLC（国際図書館コンソーシアム連合）

・1996年誕⽣
・世界200以上の図書館コン

ソーシアムが参加
・年2回（北⽶、欧州）の会合
・メーリングリストによる

情報共有
・共同声明の発表

CLOCKSS
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・CLOCKSS（Controlled Lots of Copies Keep Stuff 
Safe）

・デジタルコンテンツの
アーカイブプロジェクト

・出版社と図書館の共同事業
・アーカイブは地理的に離れた

世界12か所の「ノード」に分散
保存（NIIもノードの⼀つ）

・「トリガーイベント」が発⽣
した場合、コンテンツはOAと
して公開される

・図書館は会費により
CLOCKSSの活動を⽀援
（⽇本からの参加機関︓99）



SCOAP3
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・SCOAP3(Sponsoring Consortium for Open Access 
Publishing in Particle)

・⾼エネルギー物理学分野
査読付きジャーナル論⽂の
OA化の実現を⽬指す

・図書館の雑誌購読料を
「出版料」に振替える

・欧州原⼦核研究機構（CERN）
を中⼼に、世界20か国以上の
研究機関、⼤学図書館等が
協⼒

・⽇本からの参加機関︓34

OA2020

38

・Open Acess 2020

・購読モデルからOAモデルへの
転換を図るイニシアティブ

・世界71機関が関⼼表明
（2016年12⽉6⽇現在）
・JUSTICEも署名
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• 横（図書館間）のつながりと縦（学
内）のつながり

• 専⾨的知識の継承
• 連携/協⼒/協働に必要なこと

5. 図書館職員/⼤学職員として

横のつながりと縦のつながり

40

⼤学職員/図書館員

⼤学職員／図書館員として
・他（⼤学）図書館との連携
・学内他部署、教員、学⽣との連携
・図書館間の連携は⼤学にとって

どんなメリットがある︖

A⼤学図書館 B図書館 C⼤学図書館 ・・・

○○部

××部

△△部・
・

図書館間のつながり

学
内
の
つ
な
が
り

図書館以外
の機関

専⾨的知識の継承

何ができ
るか︖

何を得
るか︖
何を得
るか︖

Extra 
work?



Discussion Questions
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1. 図書館間のつながりをすすめるこ
とは⼤学にとってどんなメリット
があるか︖

2. 他⼤学図書館、学内他部署・教員
とどのような連携、協働ができる
か︖


